
基本目標１　地域における子育て支援の充実

１　質の高い幼児教育・保育の提供

【事業番号１】

事業名 担当課障害児保育事業 保育課、障害福祉課

保護者の労働等により家庭での保育ができない障害児で、集団保育が可能な
児童を受け入れます。

令和７年度の取り組み内容

各保育所において障害児の受け入れに努めました。

令和７年度の事業実施総合評価及び評価理由等

総合評価

B：ある程度の成果を上げた
（達成度４割～７割）

令和８年度以降の取り組みについて

今後とも受け入れ体制の整備に努めていきます。

事業内容

例年、保育士の確保が困難な状況にあり、十分な受け入れ体
制を整備することが難しくなっています。
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基本目標１　地域における子育て支援の充実

１　質の高い幼児教育・保育の提供

【事業番号２】

事業名 担当課乳児保育の実施 保育課

全ての保育所で乳児の受入体制を整備します。

令和７年度の取り組み内容

各保育所において乳児の受け入れに努めました。

令和７年度の事業実施総合評価及び評価理由等

総合評価

B：ある程度の成果を上げた
（達成度４割～７割）

令和８年度以降の取り組みについて

今後とも受け入れ体制の整備に努めていきます。

事業内容

例年、保育士の確保が困難な状況にあり、十分な受け入れ体
制を整備することが難しくなっています。
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基本目標１　地域における子育て支援の充実

１　質の高い幼児教育・保育の提供

【事業番号３】

事業名 担当課
民間保育サービスの活用の推
進

子育て支援課、保育課

保育サービス及び学童クラブの充実、地域子育て支援センターの設置等、仕
事と子育ての両立を支援するための民間の活力を活用した多様な保育サービ
スの実施・充実に努めます。

令和７年度の取り組み内容

令和７年度からふたば幼稚園が幼稚園型認定こども園へ移行したことに伴い、地域子育て支
援拠点事業等各種事業の実施及び市への給付費請求や補助金申請の手続きについて、支援・
助言を実施しました。

令和７年度の事業実施総合評価及び評価理由等

総合評価

B：ある程度の成果を上げた
（達成度４割～７割）

令和８年度以降の取り組みについて

引き続き民間の教育・保育施設や学童クラブ等の事業者に対して、適切な支援をします。

事業内容

市として適切な支援・助言を実施し、ふたば幼稚園が認定こ
ども園として問題なく運営されていることを確認しました。
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基本目標１　地域における子育て支援の充実

２　子育て支援のネットワークづくり

【事業番号４】

事業名 担当課
地域の力を生かした子育て支
援

子育て支援課（こども家庭セ
ンター）

地域の力を生かした子育て支援として、NPO・ボランティア・地域住民など
を対象とした相互援助活動の支援をします。また、相談事業等の中で、子育
てサークルの紹介をします。

令和７年度の取り組み内容

モバりんきっずセミナー災害編では、広報や市ウェブサイト、SNSを活用する他、自主子育
てサークルや福祉センターにチラシを配布し周知をしました。防災士や市防災対策課職員か
ら、地域の特性を踏まえた災害時の備えについての講話を行い、参加者それぞれにハザード
マップをはじめ防災に関する資料を配布しました。モバりんきっずセミナー小児救急編で
は、医師会や広域市町村圏組合の協力を得て開催し、地域の医療体制や緊急時の対応につい
ての講話や、乳幼児の心肺蘇生法や異物除去法の体験の場を設けました。
モバりんきっずセミナー離乳食編・卒乳編では主任児童員の協力を得て、児童センターでの
子育て支援の参加を呼びかけました。
ママ・パパ教室では、ちーぱぱ会・ＮＰＯ法人ファザーリング・ジャパン、育児サークルも
ばぴよの協力を得て、先輩ママ・パパへの育児に関する質疑応答の場を設け、夫婦での育児
参加を促しました。

令和７年度の事業実施総合評価及び評価理由等

総合評価

A：十分な成果を上げた
（達成度８割以上）

令和８年度以降の取り組みについて

地域全体で子育て支援に臨めるよう、今後も地域住民の参画を促進していきます。

事業内容

各事業を通じて、地域のボランティアや各団体からの協力を
得ることで、子育て家庭が地域資源を知り、関わる機会とな
り、地域のつながりを強化することにつながりました。
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基本目標１　地域における子育て支援の充実

２　子育て支援のネットワークづくり

【事業番号５】

事業名 担当課
子育て支援サービスに関する
情報提供

子育て支援課（こども家庭セ
ンター）

妊娠期から子育て期の家庭が必要な情報を得られるように、また、市民が子
育てへの関心・理解を深め、地域全体で子育て家庭を支えることができるよ
う、保育・母子保健事業の情報や子育てサークルの紹介等各種情報の提供と
内容の充実に努めます。

令和７年度の取り組み内容

赤ちゃん訪問や転入時の案内等の機会を通じて、子育てガイドブックを用い、子育て支援に
関する情報提供を行いました。

令和７年度の事業実施総合評価及び評価理由等

総合評価

A：十分な成果を上げた
（達成度８割以上）

令和８年度以降の取り組みについて

上記取り組みを継続すると共に、子育て支援情報の提供の機会を増やしていきます。

事業内容

子育てに不安を感じる産後間もない時期に子育てガイドブッ
クを配布することで、効果的な情報提供ができ、不安解消に
つながりました。子育て当事者の視点にたった情報提供の充
実に努めます。
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基本目標１　地域における子育て支援の充実

３　総合的な支援体制等の充実

【事業番号６】

事業名 担当課家庭児童相談事業
子育て支援課（こども家庭セ
ンター）

子どもの生活習慣、しつけの問題、家庭における人間関係、学校生活、引き
こもり、不登校など児童の養育に関連する様々な問題について相談を受け付
けます。その際、案件によっては、家庭訪問や、児童相談所等関係機関へ連
絡をとり対処します。

令和７年度の取り組み内容

相談担当として、保健師２名、家庭児童相談員２名を配置し、電話や面談、訪問を実施し、
児童虐待、子どもの発達やしつけなどの児童の養育に関する相談に対して助言等により、相
談者の不安や負担の軽減を図りました。
また、各関係機関と連携し、必要に応じ個別支援会議を開催し、家庭が抱える問題の解決に
努めました。

令和７年度の事業実施総合評価及び評価理由等

総合評価

B：ある程度の成果を上げた
（達成度４割～７割）

令和８年度以降の取り組みについて

上記の取り組みを継続し、関係機関との連携や情報共有を密にし、児童虐待への対応並びに
相談業務の充実を図ります。

事業内容

関係機関と情報共有を行い、対応方法や役割分担を協議し、
相談業務の充実に努めました。
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基本目標１　地域における子育て支援の充実

３　総合的な支援体制等の充実

【事業番号７】

事業名 担当課家庭教育学級 生涯学習課

子育て支援の一環として、３歳児から小学生の子どもをもつ保護者や教職員
を対象に家庭教育学級を開催しています。子どもの年齢ごとに、成長過程に
おける特徴や親としての心構え・接し方などを学ぶ機会を提供し、家庭の教
育力の向上を図ります。また、子育ての悩み等の情報交換の場を提供してい
ます。

令和７年度の取り組み内容

「幼児期家庭教育学級」は、３歳児をもつ市内の保護者を対象に、８月から９月にかけ、５
回にわたり教室を開催しました。その中で講座６種類と情報交換１回を実施しました。保育
士による託児もあり、保護者が安心して学べる機会を提供するとともに、子育てから解放さ
れる時間ともなるよう努めました。令和７年度は参加者数の増を目的に、初回を土曜日に開
催しました。
「就学時子育て講座」は、次年度小学校へ入学する子供をもつ保護者を対象に、就学時健康
診断の機会を活用し実施しました。育児やしつけ、小学校での集団生活などについての講話
を行いました。
「幼・小家庭教育学級」は、茂原市立幼稚園・小学校の保護者及び教職員を対象に、児童の
健全育成に関わる講座などを実施しました。講座の中には、児童と保護者が一緒に学習した
り、保護者同士で制作活動を行ったりするような実践もありました。

令和７年度の事業実施総合評価及び評価理由等

総合評価

B：ある程度の成果を上げた
（達成度４割～７割）

令和８年度以降の取り組みについて

令和７年度の取組を継続し、より多くの保護者に参加してもらうための講座の実施方法等を
工夫していきます。具体的には、「幼児期家庭教育学級」の開催時間をこれまでの午後から
午前中に変更して開催します。また、幼稚園・小学校との意見交換を密にしていきます。

事業内容

実施回数については「幼児期家庭教育学級」「就学時子育て
講座」で予定通り実施、「幼・小家庭教育学級」で３７回
（当初予定３９回）実施できました。
延べ参加者については「就学時子育て講座」では４６６名と
対象児童数を上回ったが、「幼児期家庭教育学級」
６４名、「幼・小家庭教育学級」８２５名と参加率は前年度
を上回ったが、低調でした。
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基本目標１　地域における子育て支援の充実

４　経済的支援の充実

【事業番号８】

事業名 担当課保育所保育料の減免 保育課

２人以上同時入所、ひとり親世帯、災害、疾病、第３子以降、その他の経済
的な理由等により市長が保育料の納入が困難と認めた者を対象に保育料の減
免を行い、経済的支援に努めます。

令和７年度の取り組み内容

０～２歳児クラスにおいて、市民税所得割額が一定基準以下のひとり親世帯や2人以上同時入
所世帯及び第3子以降の児童等を対象に保育料を減免しました。

令和７年度の事業実施総合評価及び評価理由等

総合評価

A：十分な成果を上げた
（達成度８割以上）

令和８年度以降の取り組みについて

引き続き保育料の減免を実施し、利用者の負担軽減を図ります。

事業内容

保育料の減免により、利用者の経済的負担の軽減を達成しま
した。
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基本目標１　地域における子育て支援の充実

４　経済的支援の充実

【事業番号９】

事業名 担当課児童手当の支給 子育て支援課

子育て世帯への経済的支援と、次代を担う児童の健全な育成及び資質の向上
を目的として、高校生年代までの児童を養育している方に児童手当の支給を
行います。

令和７年度の取り組み内容

子どもの出生や転入、生計主の異動に伴い認定請求や額改定等の各種届出を受理し支給を実
施しました。

・支給額（月額）
　３歳未満：１５，０００円
　３歳以上～高校生年代：１０，０００円
　第３子以降：一律３０，０００円

・支給時期
　前月までの２か月分を偶数月に支給

・令和７年度支給総額：1,361,960千円

令和７年度の事業実施総合評価及び評価理由等

総合評価

A：十分な成果を上げた
（達成度８割以上）

令和８年度以降の取り組みについて

離婚による世帯構成の変更等、受給者変更が必要な場合や現況届が必要な場合など状況に応
じて適切な案内・処理に努めます。
その他、引き続き各種届出の遅延のない処理に努めます。

事業内容

マイナンバーによる情報連携を活用し、資格を確認し適正な
支給を行いました。
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基本目標１　地域における子育て支援の充実

４　経済的支援の充実

【事業番号１０】

事業名 担当課子ども医療費の助成 子育て支援課

高校生相当年齢までの児童の入院医療費及び通院医療費の助成を行い、経済
的な支援をします。

令和７年度の取り組み内容

茂原市在住の高校生相当年齢までの児童への子ども医療費助成受給券の発行や県外受診者へ
の償還払い等により、入院医療費・通院医療費・調剤費の助成を行った。
また、千葉県市町村振興協会の宝くじ交付金を活用することで、市の一般財源負担の軽減を
図りました。

・執行額
　扶助費：２７７，８４５，７４６円
　助成件数　入院：５３９件、通院：８０，４２８件、調剤：５０，０８７件

令和７年度の事業実施総合評価及び評価理由等

総合評価

A：十分な成果を上げた
（達成度８割以上）

令和８年度以降の取り組みについて

世帯構成変更等による助成区分の変更処理や県外受診者等への償還払いによる助成など対象
者への適正な支給を行います。

事業内容

県や市の規則・実施要領に従い、適正な支給を心がけまし
た。

10



基本目標１　地域における子育て支援の充実

５　居場所や多様な遊びや体験・活躍できる機会づくり

【事業番号１１】

事業名 担当課
児童センター及び児童遊園の
充実

子育て支援課

児童センターでは、子育て家庭が交流できる場として、児童厚生員による育
児相談を行うなど、子育て環境の充実を図ります。また、児童が安心して遊
ぶことができる場所を確保するため、児童遊園の遊具の点検や修繕等を実施
します。

令和７年度の取り組み内容

各児童センターの主催教室は、各児童センターに配属された児童厚生員が主として開催して
います。特に０～１歳児を対象とした教室はニーズが高く、児童厚生員への育児相談や参加
者同士の情報交換のきっかけを作る場にもなっています。また主催事業は、各児童センター
でハロウィンやキャンプファイヤーなど親子参加できるものが好評で、参加希望が多いため
抽選になりました。総合市民センターの主催事業「おゆずり会」も３年目になりますが、認
知度が上がり自由参加も相まって盛況でした。
児童遊園については、遊具の点検を実施し、必要に応じて使用禁止の措置などをすること
で、危険防止に努めました。また、老朽化した遊具の修繕及び撤去を実施したほか、更新に
ついての検討をしました。

令和７年度の事業実施総合評価及び評価理由等

総合評価

B：ある程度の成果を上げた
（達成度４割～７割）

令和８年度以降の取り組みについて

主催教室は参加親子への配慮や安全面から参加組数を少なくし、一組一組に向き合えるよう
にします。また季節や対象年齢に合った内容へと変更し、特に通園・通学している３歳～小
学生年代の教室は、帰宅後の時間帯や部活動が無い曜日に開催します。小学生を対象とした
教室の一部は気軽に参加できるように予約制をとらないことも検討しています。また、こど
も家庭センターの保健師が講話する出張計測会を各児童センター主催教室で開催し、育児相
談のしやすい体制を作ります。

事業内容

児童センターの主催教室は幅広い年齢に向けて開くことがで
き、特に０～２歳児向け教室では保護者の間での相談や交流
ができました。
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基本目標２　母親と乳幼児等の健康の保持及び増進

１　子どもや母親の健康の保持・増進

【事業番号１２】

事業名 担当課母子健康手帳等の交付
子育て支援課（こども家庭セ
ンター）

妊娠、出産、子どもの成長記録として全ての親子が活用できるよう、母子健
康手帳を保健センターで窓口交付します。交付に際しては、母子健康手帳の
使い方の説明、母子保健事業の紹介、妊娠中の生活についての指導、妊婦・
乳児健康診査受診票の使い方の説明、子どもの医療対策の周知に努めます。
転入妊婦については、連絡票を作成・活用しています。また、ハイリスク妊
婦等を支援するため、相談体制の充実と産婦人科医との連携を図ります。

令和７年度の取り組み内容

助産師または保健師が全数面談を行いました。一人1時間程度の時間を要するため、基本予約
制で行っていますが、ハイリスクや外国籍夫婦で日本語が通じない方等は産院より連絡を受
けて緊急・時間外でも対応しました。
一人一人サポートプランの手交を行いましたが、外国籍の方については翻訳アプリの使用や
外国語版教材を用いて説明を行っています。
事業費：233,997円
妊娠届出数：345件
母子健康手帳発行数：348件（双胎3件）内、外国語版10件・未登録者1件
ハイリスク：91件、特定妊婦：9件

令和７年度の事業実施総合評価及び評価理由等

総合評価

A：十分な成果を上げた
（達成度８割以上）

令和８年度以降の取り組みについて

引き続き助産師・保健師の全数面談を行い、一人一人サポートプランの手交を行います。そ
の中で出来るだけ相談のしやすい体制を心掛けるとともに関係機関との連携を強化し、相談
体制の充実に努めます。

事業内容

緊急性の高いハイリスクな方ほど予約なしや時間外での対応
となりがちですが、随時対応しました。また、その後困った
事態が発生した際、ご本人・ご家族から相談を受けることも
多く、相談窓口の一つとして認識されております。
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基本目標２　母親と乳幼児等の健康の保持及び増進

１　子どもや母親の健康の保持・増進

【事業番号１３】

事業名 担当課産前産後サポート事業
子育て支援課（こども家庭セ
ンター）

家庭や地域での妊産婦等の孤立感の解消を図るため、助産師や保健師等によ
る相談支援を実施します。

令和７年度の取り組み内容

モバりんきっずセミナーの離乳食編・卒乳編では、孤立感の解消のため、育児相談や仲間作
りができるよう実施内容を工夫しました。その他として、昨年度と同様災害編や小児救急編
も実施し、より安心して子育てができるようにしています。
また、令和7年度からは出張計測会も実施し、地域に出向いて関係機関との連携強化に努めま
した。
助産師相談では、ママ・パパ教室に参加できなかった方や、個別指導を希望された方に対応
する他、妊娠期から子育て期にかけて相談支援を行いました。
・事業費：266,022円
・モバりんきっずセミナー：延137人
・助産師相談：延29人
・出張計測会　延46人
・もばぴよ参加者　延623人

令和７年度の事業実施総合評価及び評価理由等

総合評価

A：十分な成果を上げた
（達成度８割以上）

令和８年度以降の取り組みについて

上記の取り組みを継続します。モバりんきっずセミナーについては離乳食や卒乳などのテー
マごとにセミナーを実施します。当日参加出来ない方のためにオンデマンド配信も併せてし
ていきます。安心して相談できるよう、相談業務を充実させ、不安軽減を図ります。

事業内容

専門職に気軽に相談ができ、仲間づくりができる機会とし
て、窓口やウェブサイト、広報等で周知を行い、妊娠・出
産・子育てに関する不安の軽減に努めました。
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基本目標２　母親と乳幼児等の健康の保持及び増進

１　子どもや母親の健康の保持・増進

【事業番号１４】

事業名 担当課ママ・パパ教室の開催
子育て支援課（こども家庭セ
ンター）

充実した妊娠期を過ごすことが母体、胎児ともに必要であり、子育て期の初
めての事業として、ママ・パパ教室を開催しています。夫や仕事を持つ妊婦
がより参加しやすいよう、土曜日も設定しています。近年は育児面（児童虐
待予防含む）や夫の育児参加の指導を充実させています。

令和７年度の取り組み内容

１回目「出産準備編」、 ２回目「沐浴・妊婦体験編」、３回目「授乳・ミルク作り体験編」
を1クールとして、全4クール実施しました。
３回目には、ちーぱぱ会とNPO法人ファザーリング・ジャパンより講師を招き、夫婦で協力
し育児に臨めるよう講義やグループワークを実施しました。また、市内育児サークルもばぴ
よの協力を得て、先輩ママとして育児経験を話していただき、産後の生活について見通しが
つくよう努めました。ママ・パパ教室に参加したいが日程が合わない方や個別対応を希望す
る方へは、助産師相談事業や妊娠後期面談事業をご案内しています。それでも日程が合わな
い場合には、別途保健師又は助産師が個別対応を行いました。
・事業費：73,180円
・参加人数：「出産準備編」（全4回）・・・妊婦57人　夫51人　その他2人
　　　　　　「沐浴・妊婦体験編」（全4回）・・・妊婦60人　夫54人　その他0人
　　　　　　「授乳・ミルク作り体験編」（全4回）・・・妊婦59人　夫57人　その他1人
　　　　　　　計341人　夫・パートナー参加率92.０％
　　　　　　 個別対応・・・５件　計９人（助産師相談、妊娠後期面談は除く）

令和７年度の事業実施総合評価及び評価理由等

総合評価

A：十分な成果を上げた
（達成度８割以上）

令和８年度以降の取り組みについて

妊娠期より、子どもの健やかな成長を育むための環境づくりを支援するため、上記取り組み
を継続します。事後アンケートの結果を講義内容に反映させ、より有意義な教室になるよう
努めます。

事業内容

事後アンケートより、ママ・パパ教室へ参加したことで不安
が軽減されたとの回答が88.3%と高く、安心して妊娠・出
産・育児が行えるよう支援できました。夫・パートナーの参
加率も高く、夫婦への学習機会の提供ができました。
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基本目標２　母親と乳幼児等の健康の保持及び増進

１　子どもや母親の健康の保持・増進

【事業番号１５】

事業名 担当課産前産後サポート訪問
子育て支援課（こども家庭セ
ンター）

ハイリスク妊婦や特定妊婦を中心に、安心して出産・子育てができるように
助産師や保健師が家庭訪問を行います。
産婦については、「乳児家庭全戸訪問（赤ちゃん訪問事業）」にて、産後う
つが心配される等の継続支援が必要な産婦に対し、安心して子育てができる
ように助産師や保健師が訪問を行います。

令和７年度の取り組み内容

妊娠届出時に若年・高齢・精神疾患の既往、生活困窮などの課題を抱えたハイリスク妊婦や
特定妊婦に対し、安心して子育てできるように、助産師や保健師が妊娠中から産後にかけて
継続して訪問しました。
産婦については、赤ちゃん訪問事業にて育児不安が強いなどの継続支援が必要な産婦に対し
て助産師や保健師が訪問しました。

・事業費：21,000円
・妊婦訪問：実10件（延べ16件）
・産婦訪問：実45件（延べ76件）

令和７年度の事業実施総合評価及び評価理由等

総合評価

A：十分な成果を上げた
（達成度８割以上）

令和８年度以降の取り組みについて

上記取り組みを継続します。

事業内容

妊娠期より、安心して出産が迎えられるように助産師や保健
師が訪問し、マイナートラブルや悩みなどに対応することが
できました。また、産後の支援体制を整え、虐待予防として
も効果があったものと考えます。
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基本目標２　母親と乳幼児等の健康の保持及び増進

１　子どもや母親の健康の保持・増進

【事業番号１６】

事業名 担当課乳幼児訪問指導の実施
子育て支援課（こども家庭セ
ンター）

育児不安がある親や各種健診、相談後に継続個別指導が必要な乳幼児に対
し、定期的に訪問や電話をかけ、保健指導を行います。また、乳幼児健診の
未受診者に対し、保護者等へ健診の必要性について理解を促し、受信勧奨に
努めます。

令和７年度の取り組み内容

妊娠届出や乳児相談・幼児健康診査にて継続支援が必要と判断した家庭には、電話・面接・
訪問による継続支援を実施するとともに、必要時、子育て支援課や関係機関のサービスに繋
げました。
また、乳児相談・幼児健康診査未受診者に対し、保健師が電話・訪問等により受診勧奨と状
況把握に努めました。
・訪問：延306件（妊産婦・乳幼児・母子その他のみ計上。赤ちゃん訪問は含まず）
・電話：延1,114件（妊産婦・乳幼児・母子その他のみ計上）
・面接：延1,318件（妊産婦・乳幼児・母子その他のみ計上）

令和７年度の事業実施総合評価及び評価理由等

総合評価

A：十分な成果を上げた
（達成度８割以上）

令和８年度以降の取り組みについて

育てにくさを感じている保護者は年々増加しており、その要因としては、子どもの心身の状
態や発達の偏り等の子どもに要因しているものと、保護者の子育て経験不足や知識不足、心
身の不調等の保護者に要因しているものがあります。引き続き、乳児相談・幼児健康診査未
受診者や、継続支援の必要な家庭に対して訪問し、必要に応じて他課や他機関と連携しなが
ら子育て支援に努めていきます。

事業内容

継続支援の実施により、育児不安の軽減に努めることができ
ました。また、未受診者には保健師の受診勧奨により、受診
率は95.5％（乳児相談個別対応を含めると96.9％）の高い
水準を維持することができています。（※前年度未受診者を
対象者数に含め、乳児相談・幼児健康診査受診率を算出）
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基本目標２　母親と乳幼児等の健康の保持及び増進

１　子どもや母親の健康の保持・増進

【事業番号１７】

事業名 担当課乳幼児健康診査の実施
子育て支援課（こども家庭セ
ンター）

乳児検診（３～６か月児、９～11か月児：医療機関に委託）、１歳６か月
児・３歳児健康審査を実施するとともに、支援の必要な母子に対しては、家
庭訪問、電話相談を実施し、継続的に支援しています。また、関係機関と連
携し、療育支援事業の紹介をしています。未受診者の中により支援が必要な
家庭が存在することから、訪問や関係機関との連携により、情報収集に努
め、適切な支援を実施します。

令和７年度の取り組み内容

法定健診として、１歳６か月児健康診査を年11回（4月以外）・３歳児健康診査を年１２回
（毎月１回）実施しました。その他、市任意事業として２歳児歯科健康診査を年６回（偶数
月）実施しています。その結果、経過観察や要精密検査となった児童に対しては、保健師が
電話や訪問等により適切な支援を実施しました。発達に心配のある児童については、子育て
相談やことばの相談の他、関係機関の療育支援事業につなげています。
また、未受診者については、訪問等で受診勧奨を実施するとともに状況把握に努めました。
・事業費  4877千円
・健康診査受診率
　１歳６か月児健康診査：対象者393人、受診者383人、受診率97.5％
　３歳児健康診査：対象者458人、受診者440人、受診率96.1％

令和７年度の事業実施総合評価及び評価理由等

総合評価

A：十分な成果を上げた
（達成度８割以上）

令和８年度以降の取り組みについて

引き続き、各健康診査の高い受診率を維持し、健やかな成長発達を支援するのはもちろんの
こと、未受診者には受診勧奨しながら状況を把握し、居所不明児童とならないように関係機
関と連携し、必要な支援に努めていきます。

事業内容

受診率は前年度同様に高い水準を維持しています。健康診査
後に継続支援が必要な児童については、保健師が電話や訪問
等で支援を行い、精密検査連絡票を発行したものに対して
は、受診勧奨を行うことで疾病の早期発見や健やかな成長発
達を支援することができ、事業目的を達成したものと評価で
きます。
未受診者については、地区担当保健師が電話や訪問を実施
し、受診率の向上と状況把握に努め、未把握者はゼロでし
た。
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基本目標２　母親と乳幼児等の健康の保持及び増進

１　子どもや母親の健康の保持・増進

【事業番号１８】

事業名 担当課乳幼児健康相談の実施
子育て支援課（こども家庭セ
ンター）

乳児がいる家庭を対象に、育児不安等への早期援助と、育児情報の交換によ
る仲間づくりの支援を図るため、６か月乳児相談を実施します。親子遊びを
通し、親子の愛着形成の促進を図り、母親同士の交流がもてるように促すと
ともに成長、発達の支援を行います。６か月乳児相談の場において、図書
館・子育て支援課の２課合同のブックスタート事業を実施しており、親が本
の読み聞かせを通して子どもとのかかわりを学ぶ機会の提供に努めます。ま
た、随時、乳幼児がいる家庭を対象に個別相談に応じます。

令和７年度の取り組み内容

集団にて年12回実施しました。集団指導は保育士による親子ふれあい遊びのみ実施し、離乳
食の進め方（栄養士）や歯の手入れ方法（歯科衛生士）の心配がある母親については、個別
相談を実施しました。
乳児相談日以外で個別相談を希望された対象児22件については個別（うち窓口来所18件、
訪問4件）対応いたしました。
また、ブックスタート事業もボランティアによる読み聞かせは実施していませんが、図書館
職員から絵本のお渡し、図書館の案内を実施しています。
・事業費：720,000円
・対象者数：378名、受診者数：352名、受診率：93.1%

令和７年度の事業実施総合評価及び評価理由等

総合評価

A：十分な成果を上げた
（達成度８割以上）

令和８年度以降の取り組みについて

引き続き事業を継続して実施していきます。生後６か月時期に必要な事故予防の話（保健
師）についても、保健指導時に説明を行います。ブックスタート事業については、今後も図
書館・生涯学習課と実施方法を検討していきます。

事業内容

生後６か月の時期に必要な知識の普及ができ、保護者の育児
不安の軽減につながったと評価できます。
また、個別対応を希望された対象児22件を含めると、
98.9％の把握が出来ております。（令和７年度未受診の４件
のうち３件は令和８年度に受診予定、1件は里帰り先から戻り
次第対応予定あり。）
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基本目標２　母親と乳幼児等の健康の保持及び増進

１　子どもや母親の健康の保持・増進

【事業番号１９】

事業名 担当課乳幼児発達支援の充実
子育て支援課（こども家庭セ
ンター）

遊びを中心に親子のふれあいを通して、幼児の発達を支援する「ひまわりっ
こ教室」と個別の専門相談として「子育て相談」「ことばの相談」を行い、
乳幼児の発達支援の充実に努めます。

令和７年度の取り組み内容

就学前の発達の遅れが心配される子どもへの発達支援及び育児不安や育児ストレスの高い保
護者への支援を実施しました。支援の一環として、楽しい遊びや共感体感を通じて人間関係
の深まりや情緒面の発達支援のための遊びの教室「ひまわりっこ教室」や育てづらさや子育
てに不安がある保護者へ対し臨床心理士による「子育て相談」、うまく発音できないや言え
ることばの数が少ないなどのことばに関する悩みには、言語相談員による「ことばの相談」
を実施しました。

・ひまわりっこ教室　年間24回開催　参加者41人（延べ参加者398人）
　　　　　　　　　　従事者：心理判定員・保育士・保健師・作業療法士
　　　　　　　　　　　　　　特別支援教育コーディネーター・主任児童員
　　　　　　　　　　　　　　更生保護女性会
・子育て相談　　　　年間22回開催　参加者43人（延べ参加者71人）
　　　　　　　　　　従事者：臨床心理士・保育士・保健師
・ことばの相談　　　年間30回開催　参加者66人（延べ参加者126人）
　　　　　　　　　　従事者：言語相談員・保育士・保健師

令和７年度の事業実施総合評価及び評価理由等

総合評価

A：十分な成果を上げた
（達成度８割以上）

令和８年度以降の取り組みについて

上記の取組を継続し、乳幼児発達支援の充実に努めます。

事業内容

発達に遅れのある、または心配される幼児の健やかな成長や
保護者の育児不安の解消に努め、適切な子育て環境が整えら
れるように支援を行いました。
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基本目標２　母親と乳幼児等の健康の保持及び増進

１　子どもや母親の健康の保持・増進

【事業番号２０】

事業名 担当課歯科健康診査等の実施 健康管理課（保健センター）

歯科医師による歯科健康診査及び歯科衛生士による個別指導を実施していま
す。１歳６か月、３歳児健診及び２歳児歯科健診においては、希望者にフッ
化物歯面塗布を実施するとともに個別指導に重点を置き、むし歯予防の啓発
に努めます。
また、幼稚園・保育所巡回歯科指導をはじめ、小学１・３・５年生と中学１
年生を対象に歯科指導を行うことにより、将来にわたり健康な生活が送れる
よう「８０２０運動」を推進しています。

令和７年度の取り組み内容

各幼児健診において、歯科衛生士による個別指導およびフッ化物歯面塗布を実施しました。
幼稚園、保育所、こども園、小中学校の歯科指導を実施するとともにフッ化物洗口事業も各
施設と実施しました。
【幼児健診】
　１歳６か月児健診：381人（対象 393人）
　２歳児歯科健診　：377人（対象 396人）
　３歳児健診　　　：439人（対象 458人）
【歯科指導】
　幼稚園・保育所・こども園（16施設）：年少391人、年中405人、年長432人
　小学校（12校）：１年420人、３年502人、５年493人
　中学校（６校）：１年610人 
【フッ化物洗口】
　保育園・幼稚園・こども園（９園）：226人（対象231人）
　小学校（12校）：3,029人（対象3,255人）

令和７年度の事業実施総合評価及び評価理由等

総合評価

A：十分な成果を上げた
（達成度８割以上）

令和８年度以降の取り組みについて

各関係機関と連携を図りながら歯科健診および歯科健康教育等を実施していきます。
また、様々な機会を捉えてむし歯予防等の情報提供に努めます。

事業内容

・幼児健診について、フッ化物歯面塗布を実施するとともに
対象年齢に合わせた指導ができた。
・歯科指導・フッ化物洗口についても、各施設の状況に合わ
せて遂行することができた。
・歯科疾患予防の動画配信も継続して実施した。
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基本目標２　母親と乳幼児等の健康の保持及び増進

１　子どもや母親の健康の保持・増進

【事業番号２１】

事業名 担当課
妊婦支援給付金事業（旧：出
産・子育て応援事業）

子育て支援課（こども家庭セ
ンター）

全ての妊婦・子育て世帯が安心して出産・子育てができるよう、出産育児関
連用品の購入費助成や子育て支援サービスの利用者負担軽減を図る給付金に
よる経済的支援を行う事業です。

令和７年度の取り組み内容

令和7年度より、伴走型相談支援は「妊婦等包括相談支援事業」へ、出産・子育て応援給付金は
「妊婦支援給付金」に事業が移行した。

妊婦支援給付金（１回目・２回目）について、１回目の給付金は妊娠届出時に、２回目の給付金
については赤ちゃん訪問時（※死産・流産の場合は届出があった時点）に給付金の案内をし、い
ずれも電子申請にて受理した。また、死産・流産等があった場合は、子育て支援課で「流産・死
産した方へ」のチラシを渡しながら面談し、その後に地区担当保健師がサポートできる体制を整
えた。

・事業費：36,650,000円（令和7年度決算）
　延利用人数：733人

（内訳）
・妊婦支援給付金分（R7.4.1以降に出産した妊産婦が対象）　685件　34,250,000円
　１回目（妊娠届出時：1件あたり5万円）　355件
　２回目（赤ちゃん訪問時：胎児1人につき5万円）　330件
・出産・子育て応援給付金分（～R7.3.31までに出産した妊産婦が対象）48件 2,400,000円
　子育て応援給付金（赤ちゃん訪問時：子ども1人につき5万円）　48件
※出産応援給付金（妊娠届出時）についてはR6年度内で全て処理済みのため0件

令和７年度の事業実施総合評価及び評価理由等

総合評価

A：十分な成果を上げた
（達成度８割以上）

令和８年度以降の取り組みについて

引き続き事業を継続、実施していきます。給付金についても遅滞なく処理し適正な支給に努
めます。

事業内容

妊婦支援給付金については電子申請システムを活用して必要
書類等の審査を行い適正な支給を行った。
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基本目標２　母親と乳幼児等の健康の保持及び増進

２　食育の推進

【事業番号２２】

事業名 担当課乳幼児の栄養指導の充実
子育て支援課（こども家庭セ
ンター）

６か月乳児相談においてフードモデルやベビーフードの展示を行い、離乳食
の進め方や与え方を理解し、離乳食の大切さについて認識を深める機会を提
供します。また、乳児相談及び幼児健診、電話相談等で離乳食や幼児食の不
安が解消できるよう努めます。

令和７年度の取り組み内容

６か月乳児相談において離乳食のフードモデルやベビーフードの展示を行い、希望者に対し
て個別相談を実施し、授乳リズムに沿った離乳食の進め方を支援しました。その後の幼児健
診では、個別指導後に電話をかけて事後相談を行うなど、個々に応じたきめ細やかな食事指
導を実施しました。また、モバりんきっずセミナー離乳食編および卒乳編において、離乳食
の進め方や幼児食への移行、間食摂取などの指導を実施しました。

令和７年度の事業実施総合評価及び評価理由等

総合評価

A：十分な成果を上げた
（達成度８割以上）

令和８年度以降の取り組みについて

引き続き事業を継続、実施していきます。乳幼児の個々に異なる食の悩みや心配事を保護者
から傾聴し、それぞれの成長や発達に応じた指導と相談ができるよう努めていきます。

事業内容

乳児相談や幼児健診、個別相談などの機会を活用し、発達段
階に応じた栄養指導を実施し、栄養に関する知識の向上や不
安の軽減することができました。
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基本目標２　母親と乳幼児等の健康の保持及び増進

２　食育の推進

【事業番号２３】

事業名 担当課保育所給食の推進 保育課

自園給食方式により、３歳未満児の完全給食と３歳以上児の副食給食・離乳
食・食物アレルギー対応食の提供に努めます。また、個々の栄養管理・体験
を通しての食育・望ましいマナー等、保育所給食の充実に努めます。

令和７年度の取り組み内容

園児の発育・発達状況、栄養状態、生活状況等を把握するため、成長曲線の確認、生活習慣
アンケート等を行い、必要な園児には個人に合わせた給食を提供しました。
摂食状況の確認、嗜好調査をし、献立改善に活用しました。
食物アレルギー、離乳食の面談・相談業務を行いました。
各保育所で作成している食育計画に沿い、園児と保護者に対する食育活動を行いました。
肥満・窒息予防啓発のための便りを作成・配付し保護者へ情報提供を行いました。
職員へ対する離乳食研修会、エピペン研修会を行い、正しい知識の習得に努めました。

令和７年度の事業実施総合評価及び評価理由等

総合評価

A：十分な成果を上げた
（達成度８割以上）

令和８年度以降の取り組みについて

園児の発達・発育状況、健康状態を把握し、年齢や個人差に合わせた安全・安心でおいし
い給食を提供します。
食生活に関する保護者の疑問や不安を解消し、子育ての負担感が軽減できるよう支援しま
す。
肥満予防の視点も含んだ食育計画を作成し、肥満予防に努めます。
自園調理の利点を生かした食育活動を行います。
離乳食研修会、エピペン研修会を行い、職員の知識と技術の向上に努めます。

事業内容

年齢や個人差に応じた給食の提供を行い、園児と保護者の負
担軽減に努めました。
面談・相談をとおして保護者が抱える子どもの食生活に対す
る疑問や不安を解消できるよう支援しました。
食育活動は、計画に沿って実施し、各目標を概ね達成するこ
とができました。
職員が知識を習得することで、食に関する事故を防げるよう
に努めました。
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基本目標２　母親と乳幼児等の健康の保持及び増進

２　食育の推進

【事業番号２４】

事業名 担当課学校給食の推進
学校教育課（学校給食セン
ター）

児童生徒の発育や健康をつかさどる学校給食については、給食センター方式
で実施しており、望ましい食習慣の形成や食事マナーの指導等を推進しま
す。また、バランスのよい食事の提供や郷土色を取り入れた地元産の食材の
使用等、学校給食の充実に努めます。さらに、児童生徒の家庭に対しては、
献立表や給食だよりを発行・配布するなど情報の提供に努めます。

令和７年度の取り組み内容

児童生徒の心身の健康の維持・増進および食育推進という目的に対し、食材料費が高騰する
状況下においても、栄養バランスに配慮した給食の提供を継続し、さらに旬や地元産の食材
を活用した献立により、季節感や地域性を取り入れた食育の充実が図られました。
また、献立表や給食だよりの配付に加え、校内放送や給食センター見学、試食会など様々な
手法を通じて、児童生徒および保護者の給食への関心を高め、食に関する理解推進に寄与し
ました。

令和７年度の事業実施総合評価及び評価理由等

総合評価

A：十分な成果を上げた
（達成度８割以上）

令和８年度以降の取り組みについて

今後も学校と細やかに連携を取りながら、上記の取り組みを継続し、さらに食育指導の充実
を図ります。

事業内容

学校給食の充実と食育の推進が着実に図られました。
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基本目標２　母親と乳幼児等の健康の保持及び増進

２　食育の推進

【事業番号２５】

事業名 担当課生涯を通じた食育の推進 健康管理課（保健センター）

生涯を通じた健康づくりの一環として、正しい食生活習慣の普及活動を展開
します。
また、地産地消の推進など食育活動に努めます。

令和７年度の取り組み内容

幼児健診にて、栄養士による肥満度の算出と個別指導を実施しました。
　　・１歳６か月児健診：381人（対象 393人）
　　・２歳児歯科健診　：377人（対象 396人）
　　・３歳児健診　　　：439人（対象 458人）
学童期の児童とその保護者向けに「食育縁日」を開催し、63名が参加した。茂原樟陽高校食
品科学科の生徒のボランティア協力のもと、食の知識を５つのゲームを通して楽しく学べる
場となりました。
デジタルコンテンツを活用した食育のデジタル化を引き続き行い、レシピサイトクックパッ
ドやインスタグラムにおいて、健康づくりに役立つレシピや離乳食・幼児食レシピなどを掲
載しました。

令和７年度の事業実施総合評価及び評価理由等

総合評価

A：十分な成果を上げた
（達成度８割以上）

令和８年度以降の取り組みについて

「健康もばら21」（第２次）の理念に基づいて、生涯を通じた心身の健康を支える食育の推
進を関係機関と協働して行ってまいります。

事業内容

食習慣の基礎が完成する幼児期・学童期に対し、食への興味
関心が深まり、望ましい食生活を実践できるよう働きかけを
することができました。
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基本目標２　母親と乳幼児等の健康の保持及び増進

３　小児医療体制の確保

【事業番号２６】

事業名 担当課地域医療体制の整備 健康管理課

多様化する医療ニーズに対応するため、医師会及び歯科医師会の協力を得な
がら医療機関との連携を図ります。

令和７年度の取り組み内容

関係機関と情報共有・連携を図り、夜間急病診療所や二次待機医療機関それぞれの機能に応
じた役割分担に基づき、効率的な医療体制の整備に努めました。

令和７年度の事業実施総合評価及び評価理由等

総合評価

B：ある程度の成果を上げた
（達成度４割～７割）

令和８年度以降の取り組みについて

上記の取り組みを継続するとともに、基幹病院である長生病院の医師確保、小児の救急医療
体制の整備について関係機関に働きかけてまいります。

事業内容

限りある医療資源の中で、それぞれの機能に応じた役割を
担っていくことにより、効率的な医療体制を構築していける
よう、関係機関との連携を図っていくことができました。
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基本目標２　母親と乳幼児等の健康の保持及び増進

３　小児医療体制の確保

【事業番号２７】

事業名 担当課休日・夜間医療体制の整備
健康管理課、子育て支援課
（こども家庭センター）

休日・夜間当番医療体制、子どものかかりやすい病気やけが、事故の予防と
対処方法の情報提供及び周知に努めます。

令和７年度の取り組み内容

市公式ウェブサイト、広報紙等において、救急安心電話相談（＃７１１９）・こども急病電
話相談（＃８０００）の周知、啓発などを通して、初期救急時の対応に関する情報を提供
し、保護者の不安軽減に努めました。

令和７年度の事業実施総合評価及び評価理由等

総合評価

B：ある程度の成果を上げた
（達成度４割～７割）

令和８年度以降の取り組みについて

上記の取り組みを継続するとともに、救急医療の負担軽減を図るため救急医療機関への適切
な受診の啓発にも努めてまいります。

事業内容

気軽に相談できる機会の提供に繋がり、保護者の不安軽減が
図れています。
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基本目標２　母親と乳幼児等の健康の保持及び増進

３　小児医療体制の確保

【事業番号２８】

事業名 担当課二次救急医療体制の整備 健康管理課

救急の受入体制がない時間帯（空白時間）が生じないよう関係機関と連携を
図ります。

令和７年度の取り組み内容

関係機関と情報共有・連携を図り、救急の受入体制において空白の時間帯が生じないよう対
応に努めました。

令和７年度の事業実施総合評価及び評価理由等

総合評価

B：ある程度の成果を上げた
（達成度４割～７割）

令和８年度以降の取り組みについて

上記の取り組みを継続するとともに、救急の受入れ体制がない時間帯（空白時間）が生じな
いよう関係機関と連携を図るとともに、救急医療の負担軽減を図るため、初期救急時の対応
に関する情報提供を行うなど適切な受診の啓発にも努めてまいります。

事業内容

関係機関と情報共有・連携を図っていくことができました。
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基本目標３　子育てを支援する環境の整備

１　職業生活と家庭生活との両立の支援

【事業番号２９】

事業名 担当課男女の働き方の意識の是正 企画政策課、商工観光課

固定的な性別役割分担意識、職場における慣行等を解消するため、研修会・
講演会への参加促進やパンフレットの配布に努めます。関係機関との連携に
より今後も意識の是正に努めます。

令和７年度の取り組み内容

研修会、講演会への参加促進及びパンフレットの配布については、国・県・関係団体から提
供されるチラシやパンフレット等を庁内に設置および掲示しました。
新たな取り組みとして、アンコンシャスバイアスと男女表現についての研修会（職員対象）
を県と市が連携し実施できるよう来年度に向けて県に意向を示しました。
関係機関主催によるセミナーや法制度に関するチラシ等の案内を市窓口や公共施設で配布す
るとともに、市ウェブサイトの「事業者の方へ」の中で「雇用均等について」と題し、「男
女雇用機会均等法について」、「ポジティブアクションについて」、「次世代育成支援対策
推進法について」、「女性の職業生活における活躍の推進に関する法律について」の項目を
設け情報を提供しました。

令和７年度の事業実施総合評価及び評価理由等

総合評価

B：ある程度の成果を上げた
（達成度４割～７割）

令和８年度以降の取り組みについて

引き続き、茂原市ハートフルフェスタ実行委員会（ボランティア組織）や関係課と協働し、
男女共同参画社会づくり等をテーマとした研修会・講演会の開催及びパンフレットの配布を
通じた意識啓発に努め、性別に関わりなく働きやすい職場環境づくりの実現のための意識醸
成を図ります。
また、国、県をはじめとする関連機関の取組を有効活用するとともに、法令・施策等の情報
提供を強化することで、男女の働き方の意識の是正に努めていきます。

事業内容

パンフレット配布及び講演会を通じて意識啓発に努めまし
た。
職場環境の整備に向け、事業者向けに関連施策の情報を体系
的に整理し提供しました。
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基本目標３　子育てを支援する環境の整備

１　職業生活と家庭生活との両立の支援

【事業番号３０】

事業名 担当課
仕事と子育ての両立のための
啓発・広報の推進

企画政策課、商工観光課

男女雇用機会均等法、労働基準法、育児・介護休業法、次世代育成支援対策
推進法等について企業・事業主等への啓発に努めるとともに、住民に対する
広報に努めます。今後も講演会や講座への参加、パンフレットの配布、男女
雇用機会均等法などの法制度の周知・啓発に努めます。

令和７年度の取り組み内容

ワーク・ライフ・バランスの実現、多様性及び男性の家事・育児参画、女性のための企業支
援等に関する講演会ついて、国・県・関係団体から提供されるチラシやパンフレット等を１
階情報公開コーナー及び４階企画政策課窓口に設置・掲示を行いました。
関係機関主催によるセミナーや法制度に関するチラシ等の案内を市窓口や公共施設で配布す
るとともに、市ウェブサイトの「事業者の方へ」の中で「働き方について」と題し、「働き
方改革について」、「ワークライフバランスについて」、「育児・介護休業法制度につい
て」の項目を設け情報を提供しました。

令和７年度の事業実施総合評価及び評価理由等

総合評価

B：ある程度の成果を上げた
（達成度４割～７割）

令和８年度以降の取り組みについて

引き続き、茂原市ハートフルフェスタ実行委員会と協働し、性別にかかわらず仕事と子育て
を両立しやすい環境づくりのための意識啓発に努めます。男女共同参画の取組み促進につい
てのパンフレットの配布、市公式ウェブサイトを活用した啓発を行います。
また、国、県をはじめとする関連機関の取組を有効活用するとともに、法令・施策等の情報
提供を強化することで、仕事と子育ての両立に向けた啓発・広報の推進をしていきます。

事業内容

セミナーや各種取り組み促進についてのパンフレットの配
布、市公式ウェブサイトを活用した情報発信により、幅広く
周知できました。
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基本目標３　子育てを支援する環境の整備

２　子育て世帯にやさしい生活環境の整備

【事業番号３１】

事業名 担当課
子育て世帯にやさしい公共施
設等の整備

資産経営課（旧管財課）

公共施設等において、ベビーベッド、ベビーチェア、授乳室などの子育て世
代が安心して利用できる施設の整備・維持に努めます。

令和７年度の取り組み内容

トイレや授乳室に手指消毒液を常備し、定期的に補充・清掃を実施したほか、照明について
も点検・清掃を定期的に行い、常に明るく清潔な状態を維持し、子育て世代の利用者が、安
心して利用しやすい施設環境の整備に努めました。

令和７年度の事業実施総合評価及び評価理由等

総合評価

A：十分な成果を上げた
（達成度８割以上）

令和８年度以降の取り組みについて

子どもや乳幼児等の親子連れが利用しやすい施設環境に留意し、適切な施設運営と維持管理
に努めていきます。

事業内容

子育て世代の利用者が安心して利用できる施設環境を維持す
るため、定期的な点検・清掃などを実施し、適切な施設運営
に努めました。
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基本目標３　子育てを支援する環境の整備

３　子どもを犯罪等の被害から守るための活動の推進、自殺対策の推進

【事業番号３２】

事業名 担当課防犯講習の実施 学校教育課、保育課

子どもが犯罪等に遭わないようにするために、校内における危機管理マニュ
アルによる実践的な講習訓練、保育所園児を対象に不審者対応訓練を実施し
ます。

令和７年度の取り組み内容

各保育所において、不審者を想定した防犯訓練（年度中１回程度）を実施しました。
また、千葉県保育協議会長生支会の講習会に保育士が参加し、警察の方からさすまたの使い
方等の指導を受けました。
その他、保育室やホールを緊急避難場所として使用するための内鍵の取り付け等、各種対策
を進めました。
各学校で危機管理マニュアルに基づいた訓練等を実施する際、警察や青少年指導センター等
に依頼し、防犯講習等も併せて実施しました。特に通学路における不審者遭遇時の具体的な
対処方法について、実技を交えた指導を強化しました。

令和７年度の事業実施総合評価及び評価理由等

総合評価

A：十分な成果を上げた
（達成度８割以上）

令和８年度以降の取り組みについて

引き続き防犯訓練を実施するとともに、警察や外部機関に対し、指導等の要請を検討しま
す。
園舎やその周辺を定期的に点検し、不審な点や防犯上の改善点がないか確認します。
内容を警察や青少年指導センター等と協議し、精査しながら継続実施します。

事業内容

諸々の取り組みにより、保育士や児童の不審者対策の理解が
向上し、一定程度防犯体制を整えることができたものと考え
ます。
専門家による防犯講習を通じ、校内のみならず通学路を含む
日常生活における危機回避能力が養われ、児童生徒の防犯意
識のさらなる向上が図られました。
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基本目標３　子育てを支援する環境の整備

３　子どもを犯罪等の被害から守るための活動の推進、自殺対策の推進

【事業番号３３】

事業名 担当課こころの健康相談 健康管理課

臨床心理士等による相談専門職の個別相談により、様々な悩みに対し助言・
情報提供をし、医療や福祉等の関係機関に相談を繋げます。

令和７年度の取り組み内容

【利用状況】
毎月１回（予約制）若年層（４０歳未満）も含めた幅広い年齢層で相談を実施しました。
令和７年度実績：37件／年（うち若年層相談件数：17件）
相談内容は「家庭問題」「健康問題」の順に多く、次いで「学校問題」でした。
【周知方法】
夏季休暇に入る前に、小中学校を通じ児童生徒に向けた「こころの健康相談」チラシを小学
５年生、中学２年生に配布し周知に努めました。
市内高校には、ポスターの掲示を依頼しました。

令和７年度の事業実施総合評価及び評価理由等

総合評価

A：十分な成果を上げた
（達成度８割以上）

令和８年度以降の取り組みについて

引き続き月１回の相談を実施していきます。また、相談後に支援が必要な場合は、相談者の
了承を得た上で、各関係機関と連携を図り相談を繋げます。

事業内容

年間を通じて、若年層の相談利用を促すために、小中学校や
子育て支援課事業の協力を得て周知することができ、相談件
数の増加に繋がりました。
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基本目標４　配慮を必要とする子どもや家庭への支援

１　児童虐待防止対策及びヤングケアラー支援

【事業番号３４】

事業名 担当課
要保護児童対策地域協議会の
運営

子育て支援課（こども家庭セ
ンター）

児童虐待を防止するとともに、虐待に対応するための環境整備を目的とし
て、「要保護児童対策地域協議会」を設置します。教育、学校、警察、法務
局の代表が集まり、情報交換や、課題や対応策等を協議する場を設けます。

令和７年度の取り組み内容

児童虐待等の問題を抱える家庭について、各機関の担当者が集まり要保護児童対策地域協議
会の対象となる全てのケースの状況把握と支援方針の見直しを行う実務者会議や個別のケー
スの支援に直接関わる担当者により具体的な支援方法を協議する個別支援会議を開催し、支
援の方向や関係機関の役割分担、情報共有を行い支援体制の確立を図りました。

【会議開催実績】
・実務者会議　　年間６回開催　延べ参加者141人
・個別支援会議　年間45回開催　延べ参加者384人

令和７年度の事業実施総合評価及び評価理由等

総合評価

A：十分な成果を上げた
（達成度８割以上）

令和８年度以降の取り組みについて

上記取り組みを継続するとともに、充実した体制で事業が行えるよう、引き続き関係機関と
の連携を深め、虐待に対応するための環境整備を図ります。

事業内容

要保護児童対策地域協議会を構成する関係機関にて情報交換
と支援内容を協議し、適切な支援の実施に努めました。　　
また、市内中学校の入学説明会にて参加児童及びその保護者
に対してヤングケアラーの周知を行いました。
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基本目標４　配慮を必要とする子どもや家庭への支援

１　児童虐待防止対策及びヤングケアラー支援

【事業番号３５】

事業名 担当課虐待の発生予防
子育て支援課（こども家庭セ
ンター）

児童虐待の発生を予防するため、日常的な育児相談機能の強化や、養育者が
精神的にも肉体的にも最も支援を必要とする出産後間もない時期を中心とし
た、母子保健事業の強化に努めます。赤ちゃん訪問事業、乳児相談、幼児健
康診査等において育児負担の状況把握をし、虐待の発生予防に努めます。

令和７年度の取り組み内容

母子保健機能と児童福祉機能の連携強化により、妊娠期から育児に不安を抱える親に対し
て、子育てに関して必要な情報を提供するとともに、妊娠届出時アンケート、幼児健診時の
すこやか親子２１関連のアンケート等を参考にしながら、不適切な養育にならないように保
健指導を行いました。
また、新生児訪問、乳児家庭全戸訪問事業、乳児相談、幼児健診等からの情報を基に、各子
育て支援サービスの情報提供をすることで児童虐待の発生予防に取り組みました。虐待のリ
スクが高い児童については、要保護児童として取り扱い、関係機関と情報共有しながら必要
に応じて個別ケース検討会議を開催し、役割分担しながら支援を行いました。

令和７年度の事業実施総合評価及び評価理由等

総合評価

B：ある程度の成果を上げた
（達成度４割～７割）

令和８年度以降の取り組みについて

母子保健機能と児童福祉機能の連携強化し、合同ケース会議を開催することで虐待発生予防
に努めます。また、子育てに困難を抱える家庭に対し、共に解決に向け、地域の社会資源を
活用したサポートプランを作成していきます。

事業内容

母子保健事業を通じて、子育てに関する様々な相談に対応す
るとともに、関係機関と連携し、児童虐待の防止と早期発見
に努めました。
要保護児童については、年少人口は減少していても減ること
はなく、保護者が自らが抱える課題について認識し、SOSを
出せる支援が必要とされています。
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基本目標４　配慮を必要とする子どもや家庭への支援

２　ひとり親家庭の自立支援及び子どもの貧困対策の推進

【事業番号３６】

事業名 担当課
ひとり親家庭等の自立・就業
支援

子育て支援課

現行制度として、児童扶養手当・ひとり親家庭等医療費等助成制度などがあ
り、自立・就学・相談支援の推進をします。また、母子家庭の母又は父子家
庭の父の就労を支援するため、各種制度・支援をパンフレット、リーフレッ
トを配布して周知に努めるとともに自立につながる対象教育訓練を受講した
場合には、支払った経費の一部を支給します。

令和７年度の取り組み内容

ひとり親家庭等医療費助成等助成
　・入院：８４２日
　・通院：１４，９２４回
　・調剤：６，４４５回
　助成金：４８，５８７，０３９円
　令和３年４月から現物給付化（受給券の交付）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
高等職業訓練促進給付金
　対象；11人　給付金：10,700,000円　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
自立支援教育訓練給付金
　対象：0人　給付金：0円

令和７年度の事業実施総合評価及び評価理由等

総合評価

A：十分な成果を上げた
（達成度８割以上）

令和８年度以降の取り組みについて

ひとり親家庭等医療費助成については、資格の認定、他の医療費助成制度との調整を行い、
適正な助成を行います。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
高等職業訓練促進給付金、自立支援教育訓練給付金については、相談者へのフォローアップ
等を行い、制度の周知に努めます。

事業内容

国及び市の規則・要綱に従い、適正なく給付を行いました。
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基本目標４　配慮を必要とする子どもや家庭への支援

２　ひとり親家庭の自立支援及び子どもの貧困対策の推進

【事業番号３７】

事業名 担当課児童扶養手当の支給 子育て支援課

児童扶養手当の支給により、ひとり親家庭の生活の安定と自立を助け、児童
福祉の増進を図ります。

令和７年度の取り組み内容

離婚等に伴う認定請求等、各種届出を受理するとともに、適正かつ平等な支給となるよう努
めました。

・支給総額　：３０８，７０９，９２０円
・Ｒ７年度末受給者数
　全部支給者：３０１人
　一部支給者：２３２人

令和７年度の事業実施総合評価及び評価理由等

総合評価

A：十分な成果を上げた
（達成度８割以上）

令和８年度以降の取り組みについて

引き続き、児童扶養手当現況届の郵送受付を行い受給者の負担軽減を図ります。

事業内容

認定請求書の受理・認定処理・給付について、適正に処理し
ました。
また、受給資格の疑わしい案件については、聴き取りや現地
調査を行うなど、公平・公正な事務執行に努めました。
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基本目標４　配慮を必要とする子どもや家庭への支援

２　ひとり親家庭の自立支援及び子どもの貧困対策の推進

【事業番号３８】

事業名 担当課優先入居制度の活用 建築課

市営住宅の空き家募集において、公募型公開抽選により入居者を選考し、ひ
とり親世帯等の当選確率を優遇します。

令和７年度の取り組み内容

令和7年度は、抽選による入居者選考は行っていないが、ひとり親世帯の新規入居決定を行い
ました。
子育て世帯が市営住宅の優先的に入居することができるよう入居要件の緩和を行うことで、
入居対象範囲の拡大を行っています。

（対象者）：茂原市内に住民登録がある方、または勤務先を有している方に加え、
　　　　　　市外において配偶者がなく２０歳未満の子を扶養している方

令和７年度の事業実施総合評価及び評価理由等

総合評価

B：ある程度の成果を上げた
（達成度４割～７割）

令和８年度以降の取り組みについて

継続して上記取り組みを実施します。

事業内容

ひとり親世帯入居戸数／入居決定戸数＝２／８
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基本目標４　配慮を必要とする子どもや家庭への支援

３　障害児施策の充実・医療的ケア児等への支援

【事業番号３９】

事業名 担当課
自閉症及び乳幼児の発達障害
への対応

障害福祉課、子育て支援課
（こども家庭センター）、学
校教育課

発達障害が疑われる児童に対し、家族支援や相談を実施しています。また、
該当する児童生徒に対し、指導コーディネーターの派遣など教育的支援を進
めるとともに、発達障害の疑いのある乳幼児の子育て相談・ことばの相談・
遊びの教室を実施します。

令和７年度の取り組み内容

児童生徒の状況に応じて、最もふさわしい教育が受けられる場を考えていくため、教育相談
を随時行いました。
また、保健センターでは、幼児健診等で発達に心配のある子どもについて、健診当日に臨床
心理士等の相談が受けられる体制を整えています。その後も電話や訪問、次回の健診等によ
り発達状況を把握し、必要に応じて子育て支援課で実施している子育て相談等や児童発達支
援事業所、医療機関等の専門機関を紹介しました。

令和７年度の事業実施総合評価及び評価理由等

総合評価

A：十分な成果を上げた
（達成度８割以上）

令和８年度以降の取り組みについて

上記の取り組みを継続し、引き続き増加傾向にある発達障害児をもつ家庭への対応の充実を
図るとともに、障害のある児童生徒にとって、より成長できる環境や学びの場の選択につい
て相談できる体制の充実を図ります。

事業内容

出生数は年々減少しているが、発達に課題を抱えている子ど
もは増加傾向にあります。必要に応じてひまわりっこ教室や
児童発達支援事業所等の専門機関へ紹介しております。
対象児童生徒にとって、より成長できる学びの場を考えるた
め、児童生徒や保護者に寄り添いながら、教育相談を実施し
ました。
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基本目標４　配慮を必要とする子どもや家庭への支援

３　障害児施策の充実・医療的ケア児等への支援

【事業番号４０】

事業名 担当課特別児童扶養手当の支給 障害福祉課

心身に障害のある児童を監護又は養育している方を対象にした特別児童扶養
手当の支給について、国・県の指針に基づき、特別児童扶養手当の適正な事
務を実施します。

令和７年度の取り組み内容

心身に障害のある児童の監護、又は養育している方を対象に特別児童扶養手当を県より支給
しました。

支給件数：３８５件
支給額　：７３，１８５，６１０円

令和７年度の事業実施総合評価及び評価理由等

総合評価

A：十分な成果を上げた
（達成度８割以上）

令和８年度以降の取り組みについて

今後も制度の周知に努め、国及び県の指針に基づき、適正な事務処理に努めます。

事業内容

在宅で介護されている心身障害者の福祉の増進及び生活の安
定を図ることができました。

40



基本目標４　配慮を必要とする子どもや家庭への支援

３　障害児施策の充実・医療的ケア児等への支援

【事業番号４１】

事業名 担当課
身体障害児補装具給付事業の
実施

障害福祉課

　身体に障害のある児童の日常生活を支援するため、車いすや補聴器等の補
装具の支給及び修理を行い、健康の保持、生活の安定確保を図ります。国・
県の指針に基づき、身体障害児の状況を踏まえながら、必要な補装具の給付
を行います。

令和７年度の取り組み内容

身体に障害のある児童の失われた部位、又は欠陥のある部分を補うための用具（車いす、姿
勢保持装置、補聴器等）の交付、修理を行いました。

支給決定件数：　　      21件
支給決定額　：5,061,768円

令和７年度の事業実施総合評価及び評価理由等

総合評価

A：十分な成果を上げた
（達成度８割以上）

令和８年度以降の取り組みについて

今後も補装具の適合状況を踏まえながら必要な支援を行います。

事業内容

障害のある児童の成長等の理由により、必要に応じて補装具
を交付、修理することで、障害のある児童の健康保持、生活
の安定及び福祉の増進を図りました。
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基本目標４　配慮を必要とする子どもや家庭への支援

３　障害児施策の充実・医療的ケア児等への支援

【事業番号４２】

事業名 担当課
障害児日常生活用具給付事業
の実施

障害福祉課

障害児に対し、ネブライザー（吸入器）、たん吸引器、入浴補助用具や紙お
むつ等の用具を給付し、日常生活における便宜と能率の向上を図ります。
国・県の指針に基づくとともに、障害児の状況を踏まえながら、必要な日常
生活用具の給付を行います。

令和７年度の取り組み内容

在宅で身体に重度の障害等がある児童の日常生活が、より円滑に行われるための用具（紙お
むつ等）の給付を行いました。

給付決定件数：173件
給付決定額　：1,994,760円

令和７年度の事業実施総合評価及び評価理由等

総合評価

A：十分な成果を上げた
（達成度８割以上）

令和８年度以降の取り組みについて

今後も障害のある児童の状況を踏まえながら必要な支援を行います。

事業内容

在宅の障害のある児童における日常生活の充実と安定が図ら
れました。
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基本目標４　配慮を必要とする子どもや家庭への支援

３　障害児施策の充実・医療的ケア児等への支援

【事業番号４３】

事業名 担当課
障害児介護給付費及び障害児
通所支援事業費等の支給

障害福祉課

在宅の障害児が指定事業者等において、居宅介護、短期入所、児童発達支
援、放課後等デイサービス等のサービスを受けたときに、その費用の一部を
負担します。各種支援において日常生活及び社会生活に必要な援助、指導を
実施します。

令和７年度の取り組み内容

児童が在宅で生活するために必要な支援を行う居宅介護、介護者の緊急時(疾病等)やレスパイ
トのために利用してもらう短期入所、未就学児が事業所へ通所し、日常生活における基本的
な動作の指導や、集団生活への適応訓練等を行う児童発達支援、放課後や学校休業日に事業
所へ通所し、生活能力の向上等に必要な訓練等を行う放課後等デイサービスを児童や保護者
の意向により、相談支援事業所が作成したサービス利用計画書を基に必要なサービス支給に
努めました。

・支給決定者数
　居宅介護： ２人　　　　
　短期入所：28人
　児童発達支援：166人　　　　　　　　　
　放課後等デイサービス：255人　　　　　　　　

・事業費
　居宅介護：                        264,630円
　短期入所：                     8,944,449円
　児童発達支援：           192,059,739円
　放課後等デイサービス：370,372,778円

令和７年度の事業実施総合評価及び評価理由等

総合評価

A：十分な成果を上げた
（達成度８割以上）

令和８年度以降の取り組みについて

今後も相談支援事業所と連携を図り、必要な支援を行います。

事業内容

障害者手帳を取得している児童だけでなく、成長・発達の遅
れや障害等の疑いのある児童に対しても、支援の必要性を考
慮し、相談支援事業所が作成したサービス利用計画を基に、
サービスの支給決定をしました。
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基本目標４　配慮を必要とする子どもや家庭への支援

３　障害児施策の充実・医療的ケア児等への支援

【事業番号４４】

事業名 担当課特別支援教育の推進 学校教育課

特別支援教育に対する正しい理解と認識を深めるとともに、「特別支援教育
支援員」の計画的な配置、「特別支援教育研修会」の開催による教職員の専
門性の向上、情報の共有化、関係機関との連携による特別支援連携協議会の
開催、巡回相談の実施、専門家チームの設置、教育支援委員会の開催等、特
別支援教育の一層の充実に努めます。

令和７年度の取り組み内容

特別支援学級及び通級による指導の適切な教育課程の編成と教育実践に取り組むとともに、
特別支援教育に対する正しい理解と認識を深め、特別支援教育の充実に努めました。

令和７年度の事業実施総合評価及び評価理由等

総合評価

B：ある程度の成果を上げた
（達成度４割～７割）

令和８年度以降の取り組みについて

多様化する児童生徒の特性に応じた教育を行うため、特別支援教育の一層の充実が求められ
ることから、関係機関と連携して推進に努めます。

事業内容

障害のある児童生徒が、その障害の種類や程度に応じて、適
切な教育を受けられるよう、特別支援教育の充実に努めまし
た。
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基本目標４　配慮を必要とする子どもや家庭への支援

３　障害児施策の充実・医療的ケア児等への支援

【事業番号４５】

事業名 担当課
障害児の生活支援ネットワー
ク化の推進

障害福祉課、子育て支援課
（こども家庭センター）、学
校教育課

母子保健・児童福祉・社会福祉関係、身体障害者と家族の会、心身障害児者
親の会、障害者地域作業所等の協力を得て、障害児の在宅生活を支援する一
環として、関係機関・団体との情報の共有化と連携強化を図り、サービスの
効果的な運用とネットワーク化に努めます。

令和７年度の取り組み内容

長生郡市総合支援協議会療育作業部会にて、母子保健、児童福祉、障害福祉、学校教育の現
状を共有することができました。また、同作業部会にて長生郡市統一のライフサポートファ
イル活用の促進をしました。

令和７年度の事業実施総合評価及び評価理由等

総合評価

B：ある程度の成果を上げた
（達成度４割～７割）

令和８年度以降の取り組みについて

上記取り組みを継続するとともに、充実した体制で事業が行えるよう、引き続き増加傾向に
ある発達障害児をもつ家庭への対応の充実を図ります。

事業内容

長生郡市総合支援協議会療育作業部会にて、関係機関との連
携を深め、長生郡市統一で作成されたライフサポートファイ
ルの活用促進について検討しました。
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